
１　職員�任免

（１）職員�任免状況（平成29年度、単位：人）

（２）採用試験�実施状況（平成29年度）

（３）採用者数（平成29年度中試験、単位：人）

建築（上級） 2 0

初級（高卒程度）

一般事務（初級） 3 0

主任介護支援専門員 1 1

競争試験

保健師 4 2

94 12

建築（初級）

5 1

15 2

中級（短卒程度） 保育士・幼稚園教諭 17 5

土木

一般事務
（ＵＩＪターン型）

2 1

社会福祉士 3 1

（注）競争試験と�特定�職に就けるため不特定多数�者�競争によって選抜を行う方法をい
います。

区分種類 内容 職種等

中級（短卒程度） 保育士・幼稚園教諭

初級（高卒程度）
一般事務（初級）、建築（初
級）、主任介護支援専門員

計 25 18 1 7

社会福祉士 1 0

一般事務（上級、ＵＩＪター
ン型）、土木、保健師、社
会福祉士、建築（上級）

１次試験 2次試験

筆記試験

作文試験
集団面接
集団討論
口述試験

主任介護支援専門員 1 0 0 0

0 0

技能労務職 0 4

土木

建築

1 0 0 1

1 0 0 0

幼稚園教諭 1 0 0 0

平 成 30 年 12 月 27 日

観音寺市長 白 川 晴 司

Ⅰ　職員�任免及び職員数に関すること 

　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条�２及び観音寺市人事行政�運営等�状況�公表に関す
る条例（平成17年観音寺市条例第36号）第６条�規定に基づき、平成29年度�観音寺市�人事行政�運
営等�状況�概要を公表します。

区分 採用
定年 勧奨 自己都合・そ�他

退職

一般事務 14 14 1 1

保健師 2 0 0 1

保育士 4 0 0 4

競争試験

上級（大卒程度）

0 0

申込者数 採用者数種類

上級（大卒程度）

試験�名称 試験区分

一般事務（上級）

平成29年度観音寺市人事行政�運営等�状況について
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２　職員数

（１）部門別職員数�状況と主な増減理由（各年４月１日現在、単位：人）

(注)１　職員数�一般職に属する職員数です。

２  [　　]内�、条例定数�合計です。

（２）年齢別職員構成�状況（平成29年４月１日現在）

　

51 54 3

43歳

事務事業�増加等による増
退職者�不補充による減

合計
463

［500］

479 16

［500］ ［0］

＜参考＞
人口1,000人当たり職員数　7.80人

就学前環境�充実による増

412 425 13
＜参考＞
人口1,000人当たり職員数　6.92人

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水道

下水道

交通

そ�他

小計

19 20 1

8 8 0

5 4

47 1

△ 1

19 22

教育部門

消防部門

小計

93 95 2

0 0 0

33 34 1

319 330 11

3

一
般
行
政
部
門

普
通
会
計
部
門

議会

総務企画

税務

民生

衛生

労働

農林水産

商工

土木

計

事務事業�増加等による増
保育環境�充実による増
定員管理による減

＜参考＞
人口1,000人当たり職員数　5.37人

0 0 0

21 23 2

9 10 1

26 25 △ 1

100 107 7

46

79 0

主な増減理由
対前年
増減数

職員数

平成28年 平成29年

5 5 0

79

区　分

部　門

以上35歳 39歳 59歳31歳 51歳

47 41
人 人

47歳

47951 39 39 532 27 46 34

27歳
区　分

未満 23歳

28歳

55歳
人

～ ～ ～ ～ ～ ～ 48歳 52歳 56歳 60歳32歳 36歳 40歳 44歳24歳
計

20歳 20歳 ～～ ～ ～

人 人人 人 人 人 人 人 人 人
職員数

73 27

0

5

10

15

20

25

30

2 27 46 34 51 39 39 53 47 41 73 27

構成比 ５年前�構成比（％）
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（３）職員数�推移

（ ％)

（ ％)

（ ％)

（ ％)

（ ％)

（ ％)

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

（１）人事評価制度�概要

（２）人事評価結果�活用

412 425 7普通会計計 418 400 397

95 △ 12教育 107 97 96 93 93

314 319 330 19一般行政 311 303 301 6.1

△ 11.2

479456 △ 1.2459 451

1.7

公営企業会計計 67 59 54 49 51 54 △ 13 △ 19.4

463

平成26年

△ 6総合計 485

　　　　　　　年度
部門別

平成24年 平成25年

（単位 ： 人 ・ ％）

Ⅱ　職員�人事評価に関すること 

　人事評価と�、任用、給与、分限そ�他�人事管理�基礎とするために、職員がそ�職務を遂
行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握した上で行われる勤務成績�評価であり、任
命権者�、職員�執務について定期的に人事評価を行い、そ�結果に応じた措置を講じなければ
なりません（地方公務員法第６条第１項、第23条�２第１項、第23条�３）。

評価�目的
職員一人一人�主体的な能力開発や業務遂行を促し、人材�最大活用と効率的
で質�高い市行政組織�実現を図る。

消防 - - - - - - - -

407

平成27年 平成28年 平成29年
過去５年間

�増減数（率）

評価者

評価者

部長 副市長、教育長 －

課長 部長 －

主幹・課長補佐 課長 －

そ�他�職員 課長補佐 課長

勤務評価�評価結果を基本として、昇任、降任を決定することとする。

降任・免職

評価方法
職員が任用された職務及び責任を遂行した実績並びにそ�職務�遂行上見られ
た職員�能力及び態度を、公正かつ公式に記録し、被評価者�職員について、
毎年２回、６月１日及び12月１日をそれぞれ基準日として実施する。

第１次評価者 第２次評価者
職責

全職位
対象職員

職種

配置転換

職位

全職種

勤務評価�評価結果を基本として、昇任、降任を決定することする。

区分

職員�適性を確認する資料として活用する。任用管理

人材育成
評価者�被評価者に対し、評価結果に応じた指導・助言等を行い、人材
�育成に努めることとする。

定期評価�合計点により昇給号級を決定することとする。昇給
給与上�処遇

勤勉手当 定期評価�結果により、勤勉手当�成績率を決定することとする。

昇任・昇格

具体的内容

3



１　総括

（１） 人件費�状況（普通会計決算）

（２）職員給与費�状況（普通会計決算）

　　　

（注） １　職員手当に�退職手当を含みません。
       ２　職員数�、平成29年４月１日現在�人数です。

（３）ラスパイレス指数�状況

（注）

（４）給与制度�総合的見直し�実施状況について

［ ］

Ⅲ　職員�給与に関すること 

　　　　　　Ｂ

平成

１　ラスパイレス指数と�、全地方公共団体�一般行政職�給料月額を同一�基準で比較するため、国�職員
数（構成）を用いて、学歴や経験年数�差による影響を補正し、国�行政職俸給表（一）適用職員�俸給月額を
１００として計算した指数です。

【概要】
国�給与制度�総合的見直しにおいて�、俸給表�水準�平均2％�引下げ及び地域手当�支
給割合�見直し等に取り組むこととされています。

573,591 2,260,484200,206

千円人 千円

区　　分 住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費

5,319

Ｂ／Ａ 平成28年度�人件費率

　　　　　千円 千円 千円

11.3

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり 平成28年度�

一人当たり給与費

平成 千円

　　　　　千円

給与費 B/A

　　　　　　Ａ

実施

24,767,144 911,23961,070

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

人　

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

①　給料表�見直し

1,486,687

（平成30年１月１日）

　　　　　千円

3,470,621 14.0

２　類似団体平均と�、人口規模、産業構造が類似している団体�ラスパイレス指数を単純平均したも�です。

5,351

人 件 費 率 （参考）

未実施

　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

29年度

　　　　　　　千円

29年度 425

※　平成29年４月１日�ラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇してい
る場合、③100を超えている場合について、そ�理由及び改善�見込み

・　初任給基準を県及び県内他市と同じ基準に改定したため
・　55歳を超える職員についてもモチベーションアップ�ため、定期昇給を継続しているため

98.4

97.4

98.6
98.3

97.8

98.7

100.1

98.3
99.1

99.9

97.8

99.1

90

95

100

105

観音寺市 類似団体平均 全国市平均

（H26） （H27） （H28） （H29）

（H29）
（H28）

（H27）（H26）

（H29）（H28）

（H27）（H26）
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＜実施内容＞

② 地域手当�見直し

実施内容（ 国基準における場合�支給割合及び当該団体�支給割合）

③ そ�他�見直し内容

（5）特記事項
―

２　職員�平均給与月額、初任給等�状況

（１） 職員�平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額�状況（平成29年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　 ②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円

歳 円

歳 円

対応する民間
�類似職種

平均年齢

区　　分
平均年齢 職員数

352,160 346,500

調理士

50.6 2,722 286,833

区　　分

13 340,900

う ち 清 掃 職 員 廃棄物処理業従業員 45.7 293,000 1.28

観音寺市 ―

民　　　間

328,360

う ち 校 務 技 師 用務員 55.1

362,671 340,485

336,300 373,887 345,540

345,300

参　　考
平均給与月額

（B）
A／B

207,300 1.70

う ち 給 食 調 理 員

―

42.2 238,900

類似団体 53.3 27 315,930 330,954

う ち 給 食 調 理 員 57.0

40 344,800

41.9

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

314,083 375,355 344,695

国

平均給与月額

362,180

6%

平成27年度�支給割合

4月1日時点 遡及改定後

4%

4%

5%

5%

平成28年度�
支給割合

（ 支給割合） 高松市内に勤務する職員に支給。国基準６ ％ に対し、観音寺市においても６ ％ を支給。

（ 実施時期）平成27年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成27年４月１日時点�４％
、給与改定後�平成27年４月に遡及し５％、平成28年４月１日から６％を支給。

参考

342,284

香川県 43.9 330,485 408,546

3%

317,000 375,445

平均給与月額

観音寺市�支給割合 制度なし

平成26年度�
支給割合

国基準�支給割合

350,330

6%

（国ベース）

330,531 ―

（A）

観音寺市 55.8

平成29年度�
支給割合

6%

410,719

類似団体

43.5

う ち 校 務 技 師

公　　務　　員

―

43.6

6%

実施時期：平成27年4月1日
内容：給料表について、国�見直し内容を踏まえ、平均２％引き下げました。
　　　　（激変緩和�ため、当分�間現給保障を実施）

なし

348,685

58.6 5

平均給与月額

香川県 53.1 24 322,474

―

観音寺市

346,500

（国ベース）

364,640

15う ち 清 掃 職 員 53.8

341,760

平均給料月額

―

国

1.46
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円 円

円 円

円 円

　　 ③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） １　「平均給料月額」と�、平成29年4月1日現在における各職種ごと�職員�基本給�平均です。
       ２　「平均給与月額」と�、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など�
　　　　　 すべて�諸手当�額を合計したも�であり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも�です。
　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」�、国家公務員�平均給与月額に�時間外勤務手当、特殊勤務手当等

　　　　 �手当が含まれていないことから、比較�ため国家公務員と同じベースで再計算したも�です。

（２） 職員�初任給�状況（平成29年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（３） 職員�経験年数別・学歴別平均給料月額�状況（平成29年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）　 「 ― 」�、当該経験年数�職員が在職していないことを表しています。

―

206,400

178,200

区　　分

技能労務職

184,800

高　校　卒 ―

大　学　卒

高　校　卒

一般行政職 大　学　卒

299,500

―

―

365,700

324,300

392,200

高　校　卒

教育職

中　学　卒

―

区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年

―

382,740

353,550

―

―

―

―

―

経験年数30年

中　学　卒 ― 131,700

―

―

平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額

観音寺市

区　　分

高　校　卒 150,500 139,400

国

う ち 清 掃 職 員 6,065,944 4,023,000

―

―

―

2,818,600

332,459

―

技能労務職 高　校　卒

256,233

―

教育職

399,633

382,433

―

― ― ―

146,100

う ち 校 務 技 師 6,022,120

（C） （D） Ｃ／Ｄ

161,400

364,200

一般行政職

高　校　卒 150,500

類似団体 40.2 286,229 317,179

香川県 43.7 364,734 409,582

観音寺市 41.3

年収ベース（試算値）�比較

公務員 民間 平均給与月額

184,800

295,821

参　　　考

大　学　卒 184,800

5,722,420 3,304,100 1.73

2.14

う ち 給 食 調 理 員

1.51

※　民間データ�、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。(平成26～28年�３か
年平均）

※　技能労務職�職種と民間�職種等�比較にあたり年齢、業務内容、雇用形態等�点において一致しているも�
で�ありません。

※　年収ベース�｢公務員(C)｣及び｢民間(D)｣�データ�、それぞれ平均給与月額を12倍したも�に、公務員におい
て�前年度に支給された期末・勤勉手当、民間において�前年に支給された年間賞与�額を加えた試算値です。

大　学　卒

150,500

区　　　　　分 観音寺市 香川県
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３　一般行政職�級別職員数等�状況

（１） 一般行政職�級別職員数�状況（平成29年４月１日現在）

（注） １　観音寺市�給与条例に基づく給料表�級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容と�、それぞれ�級に該当する代表的な職務です。

  

　

（注）　平成27年に６級制から７級制に変更しました。

５　　級

６　　級

課長補佐、支所長補佐、所長補佐、
室長、副主幹、主査、総括技術員

　　　　　　　　人

191,700

３　　級

４　　級
　　　　　　　　％

30 12.3

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

31 12.8

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

70 28.8

391,100

349,200

　　　　　　　　円

287,100

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

　　　　　　　　％

32 13.2

係長、主任、所長補佐、主任技術員

　　　　　　　　％

24

227,900

　　　　　　　　円

261,100

19.7

　　　　　　　　人

１　　級
事務員、技術員、保育士、栄養士、
主事、技師

　　　　　　　　円

9.9

区　　分 標準的な職務内容 職員数 構成比

　　　　　　　　人 　　　　　　　　％

48

主事、技師、保育士、栄養士、技術員２　　級
303,400

　　　　　　　　円

　　　　　　　　円

141,600 246,600

1号給�
給料月額

　　　　　　　　円

399,000

　　　　　　　　円

410,700

　　　　　　　　円

室長、課長補佐、支所長補佐、所長、
所長補佐、副主幹

課長、支所長、主幹

７　　級 部長、参事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

8 3.3

　　　　　　　　人

　　　　　　　　円

361,800 444,100

317,700

最高号給�
給料月額

　　　　　　　　円

１級, 19.7% １級, 16.9%

１級, 5.6%

２級, 9.9%
２級, 9.3%

２級, 6.4%

３級, 12.8%
３級, 12.6%

３級, 21.0%

４級, 12.3% ４級, 16.9%
４級, 23.2%

５級, 28.8% ５級, 27.4% ５級, 29.2%

６級, 13.2% ６級, 13.5%
６級, 14.6%

７級, 3.3% ７級, 3.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成29年�構成比 １年前�構成比 5年前�構成比
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（2) 昇給へ�人事評価�活用状況（観音寺市）

４　職員�手当�状況

（１） 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合）

期末手当　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置�状況） （加算措置�状況） （加算措置�状況）

・役職加算　　　　　　　　　　５～20％ ・役職加算　　　　　　　　　　５～20％ ・役職加算　　　　　　　　　　５～20％

・監督職加算　　 　　　　　10～25％ ・管理職加算　　 　　　　　10～25％

（注）　(  )内�、再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当へ�人事評価�活用状況（観音寺市）

（２） 退職手当（平成29年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

そ�他�加算措置 そ�他�加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２％～45％加算）

１人当たり平均支給額　 千円 千円

（注） 退職手当�１人当たり平均支給額�、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。

　

25.55625

1.45

41.325

1,733

2.60 1.80

職制上�段階、職務�級等による加算措置 職制上�段階、職務�級等による加算措置

25.55625

観音寺市 国

1.80 2.60

観音寺市 香川県 国

１人当たり平均支給額（平成29年度） １人当たり平均支給額（平成29年度） ―

29.145

20.445 20.445

2,495 21,173

49.59 49.59

2.60

34.5825 34.5825

49.59 49.59

一般職員

ア　人事評価を活用している ○ ○

活用している昇給区分 昇給可能な区分
昇給実績が
ある区分

昇給可能な区分
昇給実績が
ある区分

上位、標準、下位�区分

上位、標準�区分

41.325 49.59

29.145

1.45 0.85

1.80

0.85 1.45 0.85

49.59

1,394

職制上�段階、職務�級等による加算措置

平成29年4月2日から平成30年4月1日まで
における運用

管理職員

標準、下位�区分

標準�区分�み（一律） ○ ○

上位、標準�区分

ア　人事評価を活用している ○ ○

活用している昇給区分 昇給可能な区分
昇給実績が
ある区分

昇給可能な区分
昇給実績が
ある区分

上位、標準、下位�区分

標準、下位�区分 ○

イ　人事評価を活用していない

活用予定時期

○ ○ ○

標準�区分�み（一律）

イ　人事評価を実施していない

活用予定時期

平成29年度中における運用 管理職員 一般職員
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（３）地域手当（平成29年４月１日現在）

 （４）特殊勤務手当（平成29年４月１日現在）

千円

　円

　％

船長�職にある職員 乗船１日につき1,000円

手当�種類（手当数）

船長手当 海事職

支給実績（平成29年度決算） 7,438

支給職員１人当たり平均支給年額（平成29年度決算） 114,434

1　1日800円

2　1日150円

犬、猫等死体収集作業
手当

一般行政職
技能労務職

直接、犬、猫等�死体収
集作業に従事

機関長手当 連絡船�機関長職

乗船手当

1　塵芥�収集作業に直
接従事
2　塵芥収集車�運転に
従事

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）

99.9
（99.9）

職員全体に占める手当支給職員�割合（平成29年度） 14.2

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数と�、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員�給与水準を
比較するため、地域手当�支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

（補正前�ラスパイレス指数×（１＋当該団体�地域手当支給率）/（１＋国�指定基準に基づく地域手当支給率）により
算出）

1　1日800円

2　1日150円以内

１日800円

行旅病死人処理手当 一般行政職
行旅病死人�処理及び
死人�収容業務に従事

1人１件につき9,000円

12

１件につき300円

し尿処理手当 技能労務職

下水路等清掃手当 技能労務職

1　下水路等�清掃業務
を本務とする職員で直接
作業に従事
2　下水路等�清掃業務
に係る車両�運転に従
事

海事職

海事職 連絡船で乗船作業に従事 乗船1日400円

乗船1日250円

離島勤務手当 一般行政職

1　離島勤務を本務とす
る職員で、市航路を利用
したも�
2　離島勤務を本務とす
る職員で、業務遂行�た
め又�航路欠航等により
離島で宿泊したも�

1　１日250円

2　１夜につき3,750円

し尿�処理作業に直接
従事

塵芥収集手当 技能労務職

感染症等防疫手当

市税徴収手当

手当�名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

3人 6%

一般行政職

1　生活保護業務に直接
従事
2　人権推進�事務に従
事

1　1日250円

2　1日250円

一般行政職
看護保健職

感染症患者等�収容、
消毒等�防疫業務に従
事

１日2,000円

税務職

1　外勤をして直接市税
�徴収業務に従事
2　税�滞納処分、差押
え、差押物件�引揚げに
従事

1　1日250円

2　1件につき200円

福祉事務従事手当

支給職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

支給実績（平成29年度決算） 664千円

221,256円

支給対象地域 支給率 支給対象者数 国�制度（支給率）

高松市 6%
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（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） １  時間外勤務手当に�、休日勤務手当を含みます。

 （６）そ�他�手当（平成29年４月１日現在）

円

円

円

円

円

-

国：
2,000円～
31,600円

-

-

２　職員１人当たり平均支給額を算出する際�職員数�、「支給実績（29年度決算）」と同じ年度�４月１日
現在�総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当�支給対象と�ならない職員を除く。）で
あり、短時間勤務職員を含みます。

13,812

千円 62,781

住居手当
・借家、借間居住者
（最高支給限度額）
27,000円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 29 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ 平 成 28 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 28 年 度 決 算 ）

通勤手当

千円

平均支給年額

275

110,543

515,614

102,610

と異なる
国�制度

内容

国：
配偶者

10,000円

308

・配偶者
11,500円
・子
 8,000円
・父母等
 6,500円
・16歳�年度初めから２
２歳年度末まで�間にあ
る子
 １人につき5,000円加算

異なる

管理職特別勤務手当

管理職員が臨時又�緊
急�必要により週休日等
に勤務した場合に支給
・勤務1回につき職務に
応じ12,000円以内

千円同じ

44,858 千円

・部長職　　　　58,500円
・参事　　　　　 54,000円
・課長職　　　  49,600円
・主幹　　　　　 40,800円
・課長補佐職  35,700円

712 千円

224,309

国�制度

扶養手当

246,647

34,095

14,531

同じ管理職手当

同じ

支 給 実 績 （ 平 成 29 年 度 決 算 ）

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 内容及び支給単価 と�異同 （平成29年度決算）

（平成29年度決算）

・交通機関利用者
運賃相当額（限度額
55,000円）
・自動車等�使用者
使用距離区分に応じ支
給
（片道2km以上）2,700円
～30,700円

同じ

異なる
23,480
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５　特別職�報酬等�状況（平成29年４月１日現在）

円 円 ／ 円
（ 円 ）

円 円 ／ 円
（ 円 ）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

月分

月分

　　 （算定方式） （１期�手当額） （支給時期）

947,000×420/100×勤続年数 任期毎

730,000×300/100×勤続年数 任期毎

(注) １　給料�(　)内�、減額措置を行う前�金額です。
(注）

６　公営企業職員�状況【観音寺市水道事業】

  　 （１）職員給与費�状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費25,202千円を含まない。

（注） １　職員手当に�退職給与金を含みません。
２　職員数�、平成30年３月31日現在�人数です。

イ　 特記事項

―

（２） 職員�平均年齢、基本給及び平均月収額�状況（平成29年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） １ 基本給と�、職員�給料、扶養手当�合算額です。

２ 平均月収額に�、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

２　退職手当�「１期�手当額」�、４月１日現在�給料月額及び支給率に基づき、１期 （４年=48月）勤めた場合
における退職手当�見込額です。

280,000

平成28年度�

一人当たり給与費

一人当たり

　　　　給与費 　　B/A

千円

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 平均月収額

団体平均 44.4 343,701

基本給

15,909,600

市 長

　　（平成29年度支給割合）

副 議 長 3.3

市 長
期
末
手
当

（参考）類似団体における最高/最低

435,000

571,000

報

酬

539,000

947,000

730,000

副 市 長

区 分

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

29年度 20 77,904 9,649

　　　　　千円 千円平成 人 千円 千円

％

29年度 1,268,012 256,735 91,680 7.23

平成 　　　　千円 千円　 千円　

430,000

副 議 長 465,000

副 市 長

給

料

852,300

657,000

3.3

議 長

513,093

観音寺市 50.2 341,782 487,244

平成28年度�総費用に占め
る職員給与費比率

％

7.61

議 長

副 市 長 8,760,000

350,000

300,000

給　　　　　　料　　　　　　月　　　　　　額　　　　　　等

29,329 116,882 5,844

区　　分 総費用 純損益又�実 総費用に占める

職員給与費比率

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

　質収支

6,006

千円

　　（平成29年度支給割合）

備　　　　考

市 長
退
職
手
当

議 員

議 員

1,030,000

849,000

543,000

503,000

457,000
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 （３） 職員�手当�状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成29年度支給割合） （平成29年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置�状況） （加算措置�状況）

職制上�段階、職務�級等による加算措置 職制上�段階、職務�級等による加算措置

・役職加算　　　　　　　　　　５～20％ ・役職加算　　　　　　　　　　５～20％

（注） (　  )内�、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成29年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

そ�他�加算措置 そ�他�加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（２％～20％加算）

千円 １人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）退職手当�１人当たり平均支給額�、平成29年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成29年４月１日現在）

該当ありません。

エ　特殊勤務手当（平成29年４月１日現在）

該当ありません。

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） １  時間外勤務手当に�、休日勤務手当を含みます。

支 給 実 績 （ 平 成 28 年 度 決 算 ） 2,040

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 28 年 度 決 算 ） 146

支 給 実 績 （ 平 成 29 年 度 決 算 ） 2,007

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 29 年 度 決 算 ） 134

－ － 2,495

1,466 1,394

観音寺市（一般行政職等）

１人当たり平均支給額（平成29年度）

観音寺市（水道事業）

１人当たり平均支給額（平成29年度）

２　職員１人当たり平均支給額を算出する際�職員数�、「支給実績（平成29年度決算）」と同じ年度�
４月１日現在�総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当�支給対象と�ならない職
員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

21,173

49.59 49.59 49.59 49.59

41.325 49.59 41.325 49.59

1.80 2.60 1.80

29.145 29.145

観音寺市（水道事業） 観音寺市（一般行政職等）

20.445

34.5825 34.5825

25.55625 25.5562520.445

1.45 1.450.85 0.85

2.60
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カ　そ�他�手当（平成29年４月１日現在）

円

円

円

円

円

１　勤務時間（平成29年４月１日現在）

（注）

一般行政職
�制度と異
なる内容

-

-

-

-

-

・借家、借間居住者
（最高支給限度額）
27,000円

同じ 238 千円 118,750

扶養手当

・配偶者
11,500円
・子
 8,000円
・父母等
 6,500円
・16歳�年度初めから２
２歳年度末まで�間にあ
る子
 １人につき5,000円加算

同じ

 Ⅳ　職員�勤務時間そ�他�勤務条件に関すること

　休憩時間�、正規�勤務時間に含まれません。（地方公務員�場合�、労働基準法第34条�規定により
労働時間が６時間を超える場合に少なくとも45分�休憩時間を与えなければならないこととなっています。）

管理職特別勤務手当

管理職員が臨時又�緊
急�必要により週休日等
に勤務した場合に支給
・勤務1回につき職務に
応じ12,000円以内

同じ ― 千円 ―

939 千円同じ 52,156

管理職手当

・部長職　　　　58,500円
・参事　　　　　 54,000円
・課長職　　　  49,600円
・主幹　　　　　 40,800円
・課長補佐職  35,700円

同じ 2,476 千円

　職員（技能労務職員及び企業職員を除く。）�勤務時間そ�他�勤務条件�、国及び他�地方公共団
体�職員と�間に権衡を失しないよう考慮して条例で定められています（地方公務員法第24条第４項、第
５項）。

開始時刻

終了時刻

週休日

１週間�正規�勤務時間

午前８時30分

午後５時15分

土曜日、日曜日

38時間45分

休憩時間
60分

（午後０時～午後１時）

495,120

通勤手当

・交通機関利用者
運賃相当額（限度額
55,000円）
・自動車等�使用者
使用距離区分に応じ支
給
（片道2km以上）2,700円
～30,700円

（平成29年度決算）

一般行政職
�制度と�

異同
手　当　名 内容及び支給単価 （平成29年度決算） 平均支給年額

支給実績 支給職員１人当たり

2,062 千円 206,200

住居手当
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２　そ�他�勤務条件

（１）休暇（平成29年４月１日現在）

有給

有給

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

７日以内

有給

有給

有給

有給

特
別
休
暇

選挙権そ�他公民として�権利
を行使する場合

骨髄若しく�末梢血幹細胞を提
供するため、検査や入院等をす
る場合

証人、鑑定人、参考人等として国
会そ�他官公署へ出頭する場合

結婚する場合

８週間以内に出産する予定であ
る場合

女性職員が出産した場合

生後３年に達しない子に保育�
ため�授乳等を行う場合

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

有給

出産�日まで�申し出た期間

出産�日�翌日から８週間を経過す
る日まで�期間

１日２回それぞれ30分又�１日１回１
時間以内

一�年において５日以内

出産予定日�８週間前から出産後８
週間後まで�間に５日以内

出産日から１月以内に２日

親族に応じて１日から７日

１日

７月から９月まで�間に３日以内

７日以内

必要と認められる期間

必要と認められる期間

勤務時間�始め又�終わりにつき１
日を通じて１時間以内

１生理期間内で２日以内

必要と認められる期間

妊娠中�職員が、交通機関�混
雑により母体保持に影響がある
と認められる場合

生理日�就業が著しく困難な場
合

心身�リフレッシュを図る

結婚休暇

産前休暇

産後休暇

育児時間

看護休暇（１）

看護休暇（２）

出産補助休暇

忌引休暇

祭祀休暇

夏季休暇

災害等による休暇（１）

災害等による休暇（２）

災害等による休暇（３）

保健休暇

妊婦健康保持

健康管理休暇

リフレッシュ休暇

休暇�種類 事由 期間 給料

年次有給休暇 一�年ごとにおける休暇 年20日 有給

病気休暇
負傷又�疾病�ため療養する必
要がある場合

公務上�傷病�場合  やむを得ない
と認められる必要最小限度�期間
私傷病�場合 90日

有給

選挙権等�行使

骨髄移植、末梢血幹細胞移
植

証人、参考人等

そ�都度必要と認められる期間

職員�父母、配偶者又�中学校
就学�始期に達するまで�子を
看護する場合
職員�妻が出産した場合で当該
出産に係る子又�小学校就学�
始期に達するまで�子を養育す
る場合
職員�妻が出産した場合

規則で定める親族が死亡した場
合

職員�配偶者、父母、子及び配
偶者�父母�祭祀

盆等�諸行事や心身�健康保
持又�家庭生活�充実�ため

地震、水害、火災、そ�他�災害
により職員�住宅が滅失又�損
壊した場合

地震、水害、火災、そ�他�災害
により出勤できない場合

地震、水害、火災、そ�他�災害
により退勤途上�危険を回避す
るため勤務できない場合

妊娠中又�出産後１年以内�女
性職員�健康診査

有給

有給

有給

有給

有給
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１　分限処分�状況（平成29年度）

２　懲戒処分�状況（平成29年度）

子が３歳に達する日まで�うち職員が
希望する期間

無給

部分休業

正規�勤務時間�始め又�終わり
に､１日を通じて２時間を超えない範囲
内で､職員�託児�態様､通勤�状況
等から必要とされる時間
私傷病�場合 90日

１人 心身�故障�ため

内容 人数 事案�概要

免職 なし

１暦年に30日以内

内容 人数 事案�概要

休職

休暇�種類 事　　由 期　　間 給料

育児休業

無給

３歳に満たない子を養育する職
員

　分限処分と�、公務能率�維持を目的に職員に対してなされる処分であり、制裁的意味合い�ありま
せん。任命権者が職員をそ�意に反して降任し、又�免職すること�できる��、①人事評価又�勤務
�状況を示す事実に照らして、勤務実績がよくない場合、②心身�故障�ため職務遂行に支障があり、
又�これに堪えない場合、③そ�他そ�職に必要な適格性を欠く場合等であり、また、休職にすることが
できる��、①心身�故障�ため、長期�休養を要する場合、②刑事事件に関し起訴された場合等とさ
れています（地方公務員法第28条）。
　一方、懲戒処分と�、公務員としてふさわしくない非行がある場合に、職員�一定�義務違反に対する
道義的責任を問い、公務における規律と秩序を維持することを目的とする制裁的処分です。任命権者
�、職員が、①地方公務員法又�これに基づく条例若しく�規則等に違反した場合、②職務上�義務に
違反し、又�職務を怠った場合、③全体�奉仕者たるにふさわしくない非行�あった場合�いずれか１つ
に該当するとき�、懲戒処分として免職、停職、減給又�戒告�処分をすることができるとされています
（同法第29条）。

Ⅵ　職員�分限及び懲戒処分に関すること

無給

無給

介護休暇

組合休暇

配偶者、父母、子、配偶者�父
母そ�他�者で負傷、疾病又�
老齢により、２週間以上にわたり
日常生活を営む�に支障がある
も��介護をする場合

一�継続する状態ごとに、３回を超え
ず、かつ、通算して６月を超えない範
囲内

任命権者�許可を得て職員団体
�業務又�活動に従事する場合

連続する３年�期間内において１日に
つき２時間以内

介護時間

配偶者、父母、子、配偶者�父
母そ�他�者で負傷、疾病又�
老齢により、２週間以上にわたり
日常生活を営む�に支障がある
も��介護をするため、１日�勤
務時間�一部を勤務しないこと
が相当であると認められる場合

Ⅴ　職員�休業に関すること

無給
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営利企業等従事許可�状況（平成29年度）

件

件
件

１　職員�研修 （平成29年度）

人
人
人
人
人
人
人
人

1

－
4

　職員に�、公務能率�発揮及び増進�ために、研修を受ける機会が与えられなければならず、地方公
共団体�、研修�目標、研修に関する計画�指針となるべき事項そ�他研修に関する基本的な方針を
定めることとされています（地方公務員法第39条）。

区分 派遣先等 対象者 修了者数
階層別研修 121

　すべて�職員�、全体�奉仕者として公共�利益�ために勤務し、職務�遂行に当たって�、全力を
挙げてこれに専念しなければなりません（地方公務員法第30条）。
　こ�服務�根本原則を具体的に実現するため、職員に�、法令等及び上司�職務上�命令に従う義
務、信用失墜行為�禁止、職務上知り得た秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為�制限、
争議行為等�禁止、営利企業等�従事制限などさまざまな制約が課されています（同法32条～38条）。

内容 件数

商業、工業又�金融業そ�他営利を目的とする私企業を営むことを目的
とする会社そ�他�団体�役員等�地位を兼ねること�許可

自ら営利企業を営むこと�許可
報酬を得て事業又�事務に従事すること�許可

市町村アカデミー 千葉市 3

自治大学校 立川市 0
派遣研修

課長級、課長補佐
級、係長級、新規採
用職員等

担当職員等

専門研修 0
能力開発研修 26

独自研修 職員全体研修 当市 全職員 621
専門研修 特別研修 香川県市長会 新規採用職員等 4

国際文化アカデミー 大津市 12

能力開発研修
香川県市町職員研
修センター

Ⅸ　職員�研修に関すること 

Ⅷ　職員�退職管理に関すること 

　退職後に営利企業等に再就職した者�、離職前５年間に在職した執行機関�組織�職員に対
し、離職前５年間�職務に属する契約や処分（再就職先及びそ�子法人に対するも�に限る。）に
関して、離職後２年間働きかけが禁止されています。なお、離職前５年より前に内部組織�長又�
これに準ずる職等に就いていた者�、そ�職�職務に属する契約や処分に関しても離職後２年
間、また、在職中に再就職先及びそ�子法人に対して自ら決定した契約・処分に関して�期間�
定めなく働きかけが禁止されています（地方公務員法第38条�２第１項、第４項、第５項）。
　観音寺市�、内部組織�長として市長部局�部長等及び執行機関�長を対象としています。

Ⅶ　職員�服務に関すること
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１　福利厚生制度

福利厚生�状況（平成29年４月１日現在）

２　公務災害補償

公務災害等�認定状況（平成29年度）

件 件 件

市職員互助会

香川県市町村職員互
助会

内容

○安全衛生管理体制�整備
○職員健康診断（平成29年度実績）
　・定期健康診断　129人 ・短期人間ドック　313人 ・頭部人間ドック 6人
　・他給食調理員特殊健診等
○職員安全衛生講演会
○ストレスチェック及び面接指導�実施

○短期給付　・公務外�病気やケガ�治療、出産、死亡、休業、災害時�給付
○長期給付　・退職共済年金、障害共済年金・一時金、遺族共済年金
○福祉事業　・保健事業（健康診断助成、保養宿泊施設利用助成など）
　　　　　　　   ・宿泊事業（共済組合直営施設�利用助成）
　                ・貯金事業（普通貯金�受入れ）
　                ・貸付事業
                 （普通貸付、住宅貸付、災害貸付、医療貸付、入学・修学貸付など）

○公益事業
○給付事業　・人間ドック等助成金、入学祝金、結婚祝金、子育て支援金、死亡
一時金など
○厚生事業　・各種団体保険事業

○給付事業　・出産祝金、災害見舞金など
○福利厚生事業

　地方公共団体�、職員が公務上又�通勤途上で負傷、疾病、死亡等�災害を受けた場合�、そ�者
又�そ�者�遺族若しく�被扶養者に対し、損害を補償する義務を負います（地方公務員法第45条第１
項）。具体的に�地方公務員災害補償法に基づき、専門的機関として設置された地方公務員災害補償基
金によって補償事務が行われています。

公務災害 通勤災害 計

　地方公共団体�、職員�保健、元気回復そ�他厚生に関する事項について計画を樹立し、実施しなけ
ればなりません（地方公務員法第42条）。
　また、共済制度�、職員又�そ�被扶養者�事故（病気、負傷、出産、死亡、災害等）に関して、適切な
給付を行うため�相互救済を目的とする制度であり（同法第43条第１項）、具体的に�地方公務員等共
済組合法によって香川県市町村職員共済組合（学校・幼稚園について�、公立学校共済組合）が制度を
運用、実施しています。
　こ�他、職員�（一財）香川県市町村職員互助会、観音寺市職員互助会に加入しています。

区分

Ⅹ　職員�福祉及び利益�保護に関すること 

8 2 10

職員�保健等に関する
こと

香川県市町村職員共
済組合（学校・幼稚園
について�、公立学校
共済組合）
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（１）勤務条件に関する措置�要求�状況

件 件 件 件

（２）不利益処分に関する審査請求�状況

件 件 件 件

平成28年度末
継続件数

平成29年度内
請求件数

平成29年度内
処理件数

平成29年度末
継続件数

0 0 0 0

　職員�、公平委員会に対して、給与、勤務時間そ�他�勤務条件に関し、適当な措置が執られるよう要
求することや（地方公務員法第46条）、懲戒そ�他意に反する不利益な処分を受けたと思うとき�審査請
求をすることができます（同法第49条�２第１項）。
　公平委員会と�、長から独立した合議制�専門的人事行政機関として置かれるも�で、これら�要求
や処分が適当であるかを審査し、必要な場合�勧告や指示をすることができます。

平成28年度末
継続件数

平成29年度内
要求件数

平成29年度内
処理件数

平成29年度末
継続件数

0 0 0 0

Ⅺ　公平委員会�業務 に関すること

18


